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雑料金制度等についても検討が進められている.また， ITS (Intelligent Transport System)技術
を活用した渋滞対策も進められており， VICS (Vehicle Information and Communication System)等
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(Lerman and Ben-Akiva， 1976; Mogridge， 1978; Tran， 1980) .我が国でもいくつかの研究が行われ
ている(森地他，1984;佐佐木他， 1986;建設省土木研究所， 1988;小宮-久保田， 1991)他，
近年でも ，モデルの構造等に関していくつかの研究が行われている (Bhatand Koppelman， 1993; 


















































する場合， 及び¥ それらの和を求め 世帯の総走行距離をモデル化する場合がある.保有自動
車問の走行距離の相互作用が明示的に取り扱えること 及び 車種属性やメインドライパーの
属性を説明変数に導入しやすい等によって，ほとんどの分析 (Mannering，1983; Hensher， 1985; 














トモデルの適用に際して仮定される選択肢問の誤差項の独立性 (Ben-Akivaand Lerman， 1985) 
が成り立たない.また 選択肢数が膨大となるため各選択肢の属性データの用意，及び，推定














Train， 1979; Beggs and Cardel， 1980;建設省土木研究所， 1988;青島他，1991;石田他， 1994) 






???， ，?? 1 
V~=α， VMT2 + sIX， +γIr; +λIZ+εl 




パラメータ ，si' 1':， λfは未知パラメータベクトルを表す.
εl' 82は独立ではなく互いに相関を持つと考えられるため，誤差相関を考慮可能な推定方法が
用いられる.初期の研究 (Mannering，1983; Hensher， 1985)では 3SLS(three-stage least squares) 
が用いられていたが，計算技術の発達により，近年の研究 (Golob，et al.， 1996a， 1996b)では構
造方符式モデル (SEM:Structural Equations Model)が用いられるようになってきている.
また，定行距離が常に正の値を取ることから，走行距離の替わりに走行距離の対数を用いて
いる研究 (Golob，etal.， 1996a， 1996b)もある.
さらに，保布自動車が複数の場合には，各自動車を一定の順番に並べる必要がある(保有自






















U2=-LU-C2l一C2y-α+土叫(γ Z."+ε-s21V21)+土叫(γ Z2+ε2 -sn V2) P2121212122l P22222 
(2.3 ) 




lnx1 =αln(y-c")+y"Z， -sI，V1  +ε" 
lnx21 =αln(y -C21 -C2)十九IZ21-s21V21 +ε21 







機の計算能力の向上により， de Jong (1997)では効用関数の簡略化なしに，同時推定によ って未
知パラメータの推定が行われている.
離散連続選択モデjレの他，保有台数の選択と走行距離の統合モデルとして SEMを用いたモ
デル Golob(1998)も構築されている.保有台数は連続変数ではなく離散変数であるため， SEM 



























Kitamura and Bunch (1990)は4時点のパネル調査によって得られたデータを用いて，オーダー
ド・プロピット・モデルを適用した動的保有台数モデルを構築している .I時点前の自動車保
有台数を説明変数に月jしEるために，被説明変数として用いられるのは，2時点目から 4時点目
までの 3I1j点の自動車保有台数である .パラメータ推定の際には， 1番最初の時点の自動車保




ε(i， t) =α(t片(i)+U(i， t) (2.5) 




















ル (Mannering，1985; Hensher， 1986; Hensher， etal.， 1989)や誤差項の相関を考慮した限定従属変
数を含む連立方程式モデル(Kitamura，1987; Meurs， 1993)， SEM (Golob and van Wissen， 1989; 
Golob， 1990; van Wissen and Golob， 1992)等のモデルが用いられている .いずれのモデルにおい
ても自動車保有と利用の相互作用や誤差相関をモデルに導入しており， Kitamura (1987)は，時






























Hocherrnan et al. (1983)は更新行動を行うか否かの選択を上位レベル，更新行動を行う場合の
購入車種を下位レベルとするネスティッド・ ロジ ット ・モデルを構築している.対象は更新行
動前の時点で 0台保有の世帯と l台保有世帯に限られており，更新行動の種類としてはそれぞ
れ 0台保有世帯には新規購入， 1台保有世帯には買い替えが考慮されているのみであり ，複数
台保イfについては考慮されていない.また推定に用いたデータは断面調査によるものであり，
過去 1年間を対象期間として吏新行動の有無をモデル化している.よ って 時点毎に同一の世
情が選択を繰り返すことによる非観測異質性の影響については全く考慮されていない.
非観測異質性を考慮する)yy去として ベータロジスティック分布を用いた分析が行われてい
る (Manskiand Goldin. 1983; Berkovec， 1985・Smith，et a1.， 1991).ベータロジスティック分布を
月jしEた分析では，各離散時点における更新行動の選択を離散選択モデルで表し 更新行動を行
つまでの複数の時点での選択(時点 lから観測を始めて時点 fで更新行動を行った場合，更新
行動を行わなかった t-1回の選択と更新を行った l回の選択)を観測 したものとして，各時点
における選択効用に時点問に共通なベータロジスティック分布に従う非観測異質性を仮定する
ものである.
ただし， Manski and Goldin (1983)， Berkovec (1985)では自動車の廃棄のみを取り扱っており，
世帝の行動を対象としたモデルというよりは 自動車市場モデルの一要素としてのモデルとい























Mannering and Winston (1991)， de J ong (1996)では，世帯を対象とするのではなく個々の保有
自動車に着目し，世帯が各々の自動車をどのぐらいの期間保有するかを予測するモデルを構築
している.これらのモデルは世帯の全ての自動車取り替え更新行動を表したものではないため，
自動車保有に関する基礎的な知見を与えるにとどまっている.実際， Mannering and Winston 
(1991 )はブランドを選択肢とする車種選択モデjレと組み合わせることによ り，アメリカ市場で
の国産車と輸入車の競合状態の記述から国内自動車産業の衰退を予測している.
















化している. また，世骨子を対象とし競合危険モデルを適用した分析としては， Hensher (1998) 


























影響を明らかにする .ま た 世情内での配分を考慮した年間走行距離モデルを構築することに
より世'市内での白動車の配分が年間走行距離に及ぼす影響を明らかにする.
第5草:以降では，生存時間解析子j去を用いた世帯の自動車取り替え更新行動モデルの発展を
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事等が原闘であると考えられる (北村他， 2000). 
古典的な離散選択行動モデルでは，個人はそれぞれ他者とは独立に選択肢集合を持っており，
個々人の選択行動は他持とは独立に行われ，選択結果は他者の選択に影響を与えないという仮







































































n動車保イJ台数が l台の場合， 18才以上の世帯構成員ι人からなる世帝 nにおいて"メイン
ドライパーが自動 lドを利用する確率 Pn(1)を以下の式で表わす.
(3.1 ) 
ただし，Vnl ， V'l i (i= 2，3，. • • ，1ふに(1，+1)は，それぞれメインドライパーが自動車を利用した場合
の効用，その他の世帯構成員が利用した場合の効用，誰も利用しない場合の効用を表わす.ま
た， μはスケールノてラメータである.






i = 2， 3，.・， ん+1 (3.2) 
ここで，一般的な McFadden(1978)タイプのネステイツドロジットモデルでは，式(3.1)，(3.2)
中のん (i=2，3，.・，In + 1)が VnlIμ とな っており，本研究での定式化とは異なっている.ノド研究










































通網の整備効果を把爆する事を目的としたパネル調査の第 l回目 にあたる .対象地域の 5，000
世帝を対象として世帯調査票 l枚と個人調査票 3枚を郵送に より配布した.得られたサンプル
ト調査から得られたデータを用いた実証分析を行う .
推定結果3.4 数は 470出:帯(回収ユ字 9.4%)，回収個人票総数は 859枚となった.一方，後者の調査は京都市





































































































調食への参加意思を示した り 71世帯を対象として世帯調査票 l枚と予備調食時に参加意思を













































構成人数 0台 i台 2台 3台以上 合計
1人 144 41 5 1 191 
(6.3) (1.8) (0.2) (ー) (8.4) 
144 252 40 5 441 
(6.3) (11.1) (1.8) (0.2) (19.4) 
86 334 93 18 531 
(3.8) (14.7) (4.1) (0.8) (23.3) 
77 422 140 32 671 
(3.4) (18.5) (6.2) (1.4) (29.5) 
28 173 82 27 310 
(l.2) (7.6) (3.6) (1.2) (13.6) 
10 60 42 20 132 
(0.4) (2.6) (1.8) (0.9) (5.8) 
489 1282 402 103 2276 






















機関選択を行っている傾向が強いことが示された.また，世帯主ダミ ーが負と なっており ，世
借主がメインドライパーの場合，スケールパラメータが 0.17(二 1.03xexp(ー1.79))となり?ほとん
ど他の世帝構成員の事を考慮していないと解釈される .さらに，世帯主でかつ普通乗用車のメ
インドライパーの場合，スケールパラメ ータは 0.077(= 1.03xexp(-1.79 +ー0.80))となり， 他の世







ロジ y トモデル 全ての世帯情成員が対等に選択を行う事を仮定した多項ロジッ トモデル，お
よび1そ帝|人jの各個人が独立に選択を行うものと仮定し，各世帯構成員を意思決定主体とした 2



























ただ し， C1 は世帯構成員 iの交通サービス水準，Siは世帯構成員 iの自動車選択卒を表す.
表 3-4 感度分析結果
C;二鉄道所要時間 (j=メイ ンドライパー)
本モデル NL ML 2段階
メイ ンドライノてー 2.920 2.611 2.605 2.624 
非利用 -3.503 -3.126 -3.124 -3.148 
非メインl -3.503 -3.126 -3.124 -3.148 
非メイ ン2 -3.503 -3.126 -3.124 -3.148 
C.二自動車所要時関心=メイン ドライパー)
本モデル NL ML 2段階
メインドライ ノてー -2.059 -2.080 -2.080 -2.067 
非利用 1.940 1.956 1.960 1.947 
非メインl 1.940 1.956 1.960 1.947 
非メイ ン2 1.940 l.956 1.960 1.947 
c.ニ所要時間差。ニ非メイン 1) 
本モデル NL ML 2段階
メインドライノ〈ー 0.000 -0.001 0ー.002 0.000 
非利用 -0.006 -0.003 -0.002 -0.006 
非メイン l 0.080 0.064 0.059 0.073 
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化する事により，整合的な予測が可能となると考えられる(Kitamura， 1992).近年， U .}: rm I~U ヒ
における世帯の自動車取替更新行動を分析するために 生存時間解析手法を川いたモデル化が









































台数 o 1 2 3+ 不明合計
世帯数 375 1095 356 97 31 1954 




3 9 15 21 27 33 39 45 









新車 241 824 329 110 28 1532 
11.9% 40.6% 16.2% 5.4% 1.4% 75.5% 
中内市. 84 294 85 29 6 498 
4.1% 14.5% 4.2% 1.4% 0.3% 24.5% 
325 1118 414 139 34 2030 
























るモデル (Laveand Train， 1979; Beggs and Cardell， 1980;建設省土木研究所， 1988;青島他， 1991 ; 
山田他， t 994)から，排気量のカテゴリーと自動車の製造年式及びブランド，自動車の形状の




を除く 4つの車槌と 購入時に新車か 中古車かの組み合わせからなる 8つの選択肢からなる
半種選択モデルを惰築する事とした.
次に年間定行距離の分布を図 4一lに示す.大部分の自動車の年間走行距離が 15000km以下









































(Greene and Econometric Software， Inc.， 1998). 実際，庭井他 (1993，1998)の研究でも選択肢
数は 3つに限定されている.このような問題に対し，ロジットモデjレを基本とし，選択肢間の
誤差相関を表す誤差項を新たに導入した MixedLogit Modelによ ってプロピットモデルの近似
を行うことが可能であることが McFaddenand Train (2000)によ って示されている.
Mixed Logit Modelにおいては，パラメータの推定に際し，プロピットモデルと同校に誤差項
の数値積分，あるいはシミュレーションによる効用値の計算を必要とする.清水・ 尾井(t 999) 
は鉄道経路の選択モデルに MixedLogit Modelを適用し，プロピ ットモデルを適用した場合と
の比較を行っている.その結果，計算時間やパラメータの安定性の点でプロピットモデルの方
が優れていることを示した.
しかしながら， Train (2000)はMixedLogit Modelのパラメータ推定の際にシミ ュレーション
手法として Halton法を用いることにより，これまでのシミュレーションに比べて大幅な計算H、?
問の短縮が可能であることを示している.本研究で対象としている車種選択モデルの選択肢は
8であり，プロビットモデルでは収束解が得られない可能性が高く，一方で MixedLogit Model 
を適用した場合には計算時間の短縮が見こまれるため，後者のモデルを適用した分析を行つ.
Mixed Logit Modelを用いた場合の車種選択レベルの効用関数は以下の式で表される.
Ui = siXi +ηlδ1+η282 +η383 +η4δ4 +η585 +η6δ6+εI (4.l) 
ただし，Uiは選択肢 iの効用，siは未知パラメータベクトル，Xiは説明変数ベクトルを表す.
また， ηlから η6は各々平均 0，分散σlから σ6の正規分布， δlは選択肢が新車の場合にしそ





L = f. f ~ P (il171 ，. . . ， Th)土ゅ(~I ). .. ~ø(引いηl .. .dη6
ηl:-h=-l σ1 lσ1 )σ6 lσ6 ) J
p(ilη1"'，176)=8exp(μi+川刊8u+17m8m +ηsわ が，+川)
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ただし，y，.は自動車 iの年間定行距離の対数 (i:購入)1貢序)， xtは自動車 iの自動車属性とメイ







備の慨いサンプル， 1台保有世帯 880世帯， 2台保有世帯 267世帯のデータを用いた.モデル
40 
は段階推定法によって推定されている.
l台保有世帯に対するモデルの推定結果を友 4-3.4に示す.友 4-3より メインドライパー









男性ダミー 1.07 5.29 
免許保有年数 0.03 2.47 
免許保有年数3年以内 0ー.79 -1.93 
免許保有年数20年以上 1ー.90 -1.83 
世帯主×大家族 0ー.64 唱1.53
軽自動車×無職 1.40 1.79 
小型乗用車×主婦 -1.81 -1.34 
普通乗用車X50才以上×男性 1.62 1.52 
普通乗用車X50才以上×女性 2.08 1.44 
サンプル数 880，L(O)二・217，L(s) = -158， 
χ2二 118(df = 9)
次に，車種選択レベルでは，多項ロジットモデル，新車/中古車の区別を上位レベルにおい
たネステイツドロジットモデル，軽自動車/小型乗用車/普通乗用車/ライトパン・ワゴンの








































































































































位レベルとするネスティッ ドロ ジッ トモデルを表す.







次に， 2台保有世存j;に対するモデルの推定結果を表 4-5，6に示す.なお， 4.3で述べたよう に，
2台保千j・世帯に対しては，既存車と購入車を区別し，既存車の属性を説明変数としてモデルに
42 
導入し，購入車の車種選択行動をモデル化する .本研究では， 4.2で述べた調査で得られた 2
台保有世帯のデータについて，保有期間の長い方の自動車を既存車とし，保有期間の短い方を









































推定結果を表 4-6に示す. 表 4-6より最終尤度は l台保有世帯のモデルと同織に軽自動車




























ML NL 1 NL 2 Mixed Logit 
推定値 t値 推定値 t値 推定値 t値推定値 t値
0.44 2.86 0.44 2.86 0.39 2.42 
1.25 1.49 0.76 0.63 4.58 0.76 
0.67 2.04 0.67 2.03 1.38 l.36 
























































同一『巨袷ダミー の.jfE定値が， 0.68 と正の値を取っており， t値も非常に高く統計的に有意と
なっている.この事は 2合保ィ7世帯においては 既存の保有車種と同じ車種を選択する傾向












査票が特定可能であり，かつ調査票に不備の無いサンフ。ル， 1台保有世帯 819世情， 2台保有
世帯 213世帯それぞれのデータを用いた.
はじめに， 1台保有世帯に対する推定結果を表 4一7に示す.表 4-7より， R2値が 0.17とIJ
さく，推定されたモデルによって世帯の自動車年間走行距離が説明される割合が低い事を示し




定数項 8.12 39.03 
加速性能 5.27 3.15 
加速性能x30才未満 2.56 2.52 
保有期間 -0.056 -4.63 
世帯主×女性 -0.83 -2.36 
50才以上×女性 0.347 1.80 
6才以下子供2人以上 -0.20 -1.34 
低収入世帯 幽1.25 -2.13 
運転初心者×最小回転半径 0ー.075 -3.53 
通勤通学非利用 -0.29 -2.82 
通勤利用 0.243 2.74 
業務利用 0.41 4.58 
最寄り駅までの時間 0.0078 1.49 
燃料消費 (l/km)x低収入世帯 15.56 1.87 
燃料消費(1/同)x中収入世帯 0.023 0.01 
燃料消費(l/km)x高収入世帯 0.137 0.08 

















世帯構成人数 -0.11 -1.37 
通勤利用ダミー 0.42 3.41 
由活動利用ダミー 0.45 3.51 
女性ダミー 0ー.21 -2.20 
燃料消費(l/km)X低収入世帯 5.97 1.39 
燃料消費(l/km)X中収入世帯 5.26 1.94 
燃料消費(l/km)X高収入世帯 6.73 1.89 
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として， Mannering and Winston (1991)， Gilbert (1992)， de Jong (1996)， Hensher(1998)等の研究が
挙げられる .これらの研究では パネル調査によって得られた自動車保有行動データに対して
11::存時間解析手法 (Hensherand Mannering， 1994)を適用した分析を行っており ，その有効性に
ついて検討を行っている.生存時間解析手法を交通行動モデルに適用した分析と しては，自動
l在保有期間の他に，数多くの活動時間の分析に用いられている(森地他， 1992; Hamed and 
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S(t) =Pr(T ~ t) = 1-F(t) (5.3) 
生存時間解析手法においては，これらの関数に加えてハザード関数 h(t)がよく用いられる.
ハザー ド関数は，時点 fまで事象が発生していないという条件下で時点 Iの瞬間に事象が発生
するという条件付き確率密度を表わすものであり ，式(5.4)で表わされる.
中+t6.t >TミtlT三t)_!(t)


























J(tlx) =γy-I exp( -ysX)叫{-tY叫(ーがlr)} (5.8) 
ただし，yは形状パラメータであり， げ〉イ直が lより大きい場合には，ハザード関数は時間とと
もに増大し， 1より小さい場合にはハザード関数が時間とともに減少するため 事象の発生す





f([lx)= .rl~~1 \ ~~)6 exp(-断 1r/O! exp~ _ ~ 76 exp(;;前L~
[r(1/81) 1 82 J "^Pl (52 f 
(5.9) 
























動車の報告確率は !とし，算出された重みを用いて WESML推定量(weightedexogenous sample 
55 
maximum likelihood estimator)により保イ江期間モデルの准定を行うことによって，報告漏れに関
するパイアスを補正することが可能となる .士、I数尤度関数 L'，及び W1は以下の式で、表わされる.
L・=去円l叫 (5.12) 
《?? ?? ? ? (5.13) 
戸=J 1 グ iεに








(Manski and Lerman， 1977). 







推定結果より， :n v、替えからの経過期間のパラメータの t値が大きく，統計的に非常に有意で









































-0.087 -1. 14 
-0.197 -2.21 
-0.178 -2.47 
0.049 1. 68 
0.063 2.07 
0.064 1.69 
0.065 1. 69 
-0.108 -1. 70 
0.126 2.62 
-0.067 -1.27 
-0.097 -1. 30 











-0.039 -1. 00 
0.080 1. 29 






























ワイブjレ分布を用いた推定結果を表 5-3(モデル A)に示す.さらに，表 5-3 (モデル A)と
の比較のため，報告確率による重み付けを行わない場合の推定結果を表 5-3(モデル B)に示
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al.， 1995; Golob et al.， 1996). 第 l階調査は 1993年に実施され，第 2回調査は 1994年，第 3
回調査は 1996年に実施されている.本章では第 l回調査と第 2回調査で得られたデータを用し




















































ースの 2通 りのケースが存在する.第 2回調査時点以前に買い替えや破棄が行われた自動車に































h(μ) = f1Y-1叫 (-sX) (6.4) 
ただし，yは形状パラメータ ，sはパラメ ター ベクトル，X は影響要因のベクトルを表す.
同一自動車に関する実際の保有期間と保有予定期間との問の相関を考慮するために，本研究
では保有期間と保有予定期間に共通の非観測異質性の存在を仮定 したモデル化を行う.
同ーの被験者に対する SP(stated preference)調査と RP (revealed preference)調査の回答聞
に存花する共通の非観測異質性や，パネル調査による複数時点での同ーの交通行動に関する回
答間に存在する共通の非観測異質性をモデルに取り入れる方法として，これまでの研究では、
にmlxlOgdistribution modelとmasspoint modelが用い られてきた(Heckmanand Willes， 1977; 
Dunn et al.， 1987; Uncles， 1987; Kitamura and Bunch， 1990; Meurs， 1993; Abdel-Aty et al.， 1995;西
井他，1995;杉恵他， 1996). mixing distribution mode1は非観測異質性が何らかの分布形を持つと
仮定するのに対して， rnass point modelでは非観測異質性を有限個の離散点によ って表現する.
そのため，分布形に関して前もって仮定を設ける必要がない.非観測異質性について理論的に
分布形を仮定できない場合，あるいは非観測異質性が複数のセグメントとして捉える事が可能
な場合には， mass point modelの適用が効果的であると考えられる.本研究では自動車保有期間

































た， δ1= ~らと いう帰無仮説に対する f 検定値は保有期間においては 19 ，36，保有予定期間におい
ては 34.38といずれの場合においても棄却される.よって非観測異質性は保有期間，および保
有予定期間の両者に影響を及ぼしていることが示された.
同様に 3つの離散点を持つ masspoint modelを推定した結果，最終尤度は 2つの離散点を持
つ masspoint modelと比較して 10.0向上した.これはど値で 20.0(自由度 3)となり，統計的
に有意なものである.しかしながら， 3番目の離散点をとる篠率が 0.026と3%未満という結果
















1 :車槌がスポーツカーの時， 0 それ以外の時
1 :卓種がパン， トラック，スポーツユーテイリティの時，
れ以外の時
1 :年間走行距離が 15，000mile以上の時， 0:それ以外の時
購入時の車齢
1 :中占卓として購入された自動車の時/ 0 それ以外の時
1 :リース車，あるいは社用車の時， 0 それ以外の時
供ダミー 1 :世帯内に子供がいる時， 0 それ以外の時
保有台数 世帯が保有する自動車台数
賃貸住宅ダミー 1 :賃貸住宅に居住している時， 0:それ以外の時
0:そ
駐車場ダミー 1 :世帯が保有する敷地内に駐車可能の時， 0 それ以外の時
高収入ダミー 1 :世帯の年間収入が$125，000以上の時， 0 それ以外の時
メインドライパー属性
年齢 (実数)
自営業ダミー 1 :職業が自営業の時， 0 それ以外の時
セールスダミー 1 :職業が外回りのセールスの時， 0:それ以外の時





















Coef. t -sta t. Coef. 
自動車属性
2ドアクーペ 0.157 3.15 0.040 0.81 -1.79 
スポーツカ ー 0.117 2.28 0.141 2.83 0.34 
ユーテ ィリ ティ車 0.157 3.16 0.292 6.49 2.06 
年間走行距離ダミー -0.244 -5.07 0ー.299 -7.03 -0.87 
車齢 0ー.015 -1.83 -0.015 也2.33 。。
中古車 0ー.721-14.74 -0.392 -8.79 5.05 
リース，社用車 1ー.1 04 -2 1.4 7 0ー.582-11.66 7.35 
世帯属性
子供ダミー -0.051 -1.22 0ー.109 -2.35 -0.96 
保有台数 -0.112 -3.07 0.217 6.67 6.98 
賃貸住宅ダ ミー -0.102 -2.12 -0.323 -7.38 -3.48 
駐車場ダミ ー 0ー.119 -2.34 0ー.326 -6.73 -2.94 
高収入ダミ ー -0.352 -6.73 0.028 0.64 5.59 
メイン ドライバー属性
年齢 0.017 5.27 0.0047 2.17 -3.36 
自営業ダミ ー 0.215 4.19 0.0082 0.20 -3.29 
セールスダミー 0ー.095 -1.77 0ー.280 -5.40 -2.4 
δ! 6.889 7.767 
~ 4.524 34.48+ 6.570 19.36 . 
-1.313 -1.313 νz 







* め=叫ザ手exp(九) ただし， い 0
牢本
本本牢
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手法を自動車保有に適用した分析としては， Mannering and Winston (1991)， Gilbert (1992)， de 






































取り替え更新行動間隔を表わす確率変数を Tで表わすと ，Tがある一定の経過期間 f以上で
ある確率を表わす，生存関数S(t)は以下の式で表わされる.
















h(t) =ヱ(hrk(t) + hdk (t)十九(t) (7.4) 
ただし， hrk(t) ， hdk(t)，ん(t)はそれぞれ，保有自動車 kの買い替え，破棄，および，追加購入を
表わすハザー ド関数である.世帯の自動車取り替え更新行動の生存関数 S(t)は，式(7.3)，(7.4) 
より ，式(7.5)に示すように，各取り替え更新行動の生存関数の積で表わすことが出来る. 
S(t) =日{Srk(取ら(t)}xSa(t) (7.5) 
ただし，Srk(t)， SJk(t)， Sa(t)はそれぞれ，保有自動車 kの買い替え，破棄，および，追加購入に
関する生存関数であり 以下の式で表わされる.
77 
久k(1) =以p{-f~ hrk (t)dt} 
川)=以P{-i: hdk(t)dt} 
人(t)= exp{-f~ 九 (t)dt} 
(7.6) 
よって， ~LJ:点 t に各々の取りを与え更新行動を行う確率密度関数!，.k(/)， jム(t)，!a(t)は，以下の式
で表わされる.
ん(t)= hrk(t)S(t) 








hdk(t) = Ydty，-I問 (-sdXk)





















X hd (1-t k)ら× ↓
Sd (t。ーらIXk)r 




























X， t， ~t<t2 
Xn tn三t
(7.12) 
式(7.12)で表わされる説明変数ベクトルをモデルに導入した場合の生存関数 s(t)は， 式(7.11) 
より 以下の式で表わされる.
~S(ti+ ， jXj ) ，/ S(収n)






このような形で、時間依存性説明変数をモデルに導入した場合，時点 t(( 5: tくんI)まで取り替
え吏新行動が行われていないという条件下で，時点 fの瞬間に取り替え更新行動が行われる条
























































































説明変数 Coef. d直 Coef. t値 Coef. tイ直
Y 1.36 5.09 0.94 -0.89 1.10 2.02 
定数項 6.15 6.53 5.37 
世帯属性 大人数 0.40 2.23 0ー.26 -3.01 0ー.23 -2.52 
子供数 0ー.13 -2.36 
運転者数 -0.45 -2.40 
常勤者数 -0.21 -2.51 -0.33 -3.55 
パート勤務者数 -0.31 -2.35 
賃貸住宅ダミー 0.39 2.52 -0.45 -2.64 
世帯属性変化 大人増 0.52 1.59 0ー.34 -1.70 
大人減 0.48 2.08 
子供増 0.50 1.72 
賃貸住宅引越 国0.65 -2.26 
自動車属性 ハン 0.73 1.88 
トラ ック 0.25 l.31 0.26 1.19 
スポーツカー 0.38 l.33 
ワゴン車 0.61 1.36 
中古車 0ー.37 -2.97 0ー.61 -3.96 
リース -1.01 -4.14 
社有車 1ー.30 -4.21 0ー.55 -1.30 
保有自動車数 0.37 3.98 -0.23 -3.16 0.33 3.76 
取り替え更新行動買替ダミー 0.58 3.11 0.25 1.30 
破棄ダミー 0.38 2.64 -0.51 -3.90 
新規購入ダミー 0.89 2.33 
L(の牢本 1ー709 -1221 -1511 
L(s) 1ー671 -1187 -1477 
χ2 (dり 74.52( 12) 67.96(12) 68.74(9) 
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米間では，環境保安庁 (USEnvironmental Protection Agency)によって 1992年に Enhanced1M 
(inspection and maintenance)法が公布されて以降，いくつかの州で車検制度が導入されており， 1 
年から 2年wの検食が実施されている (Harringtonet al.， 2000).ヨーロ ッパでもいくつかの国
で同校の車検制度が導入されており，フランスでは新車は 4年，新車以外は 2年毎の車検を受
ける必2さがある.検査は環境負荷の観点以外にも安全性の観点からブレーキテスト等の検査も
行われている (UnionTechnique de l'Automobile， du Motocycle et du Cycle (UTAC)) . 
ーでは，車検制度は世情の自動車取り替え更新行動を規定する大きな要因の一つである.







































れる場合，前章で構築した parametricなモデルの他に， Cox回帰とも呼ばれる semi-parametric
なモデル (Cox，1972)を用いる ことが考え られる.生存時間モデルでは 共変量の導入方法と
して比例ハザードモデルを用いることにより ハザード関数を以下の式で表す.








PL二 n_exp(一戸xJω。)ヱ叫(-βxk) (8.2) 















h(t )=ヱ仇(t)+h"k (t )}+ hu (t) (8.3) 
ただし， hrk(t) ， hdk(l) ，九(1)はそれぞれ，保有自動車 kの買い替え，破棄，および，追加購入を
表わすハザード関数である.本章での分析でも 前章と同様に基準ハザード関数の確率分布形
としてワイブル分布を適用した分析を行う.
ん(t)= y，. (t + tk y，ー1exp{-srXk (t)} 
hdk (t) = y"(t + t kY.J一lexp{ーんXk(t)} 
九(t)=yu(t+んyo-1 exp{-sa X: (t)} 
(S.4) 
ただし， y，. Yc" Yuは時間依存性を表わす未知パラメータであり ，sn sd' suは未知パラメータ




s(←仰t-f; h(u)du } 
=白exp~れk(U )dU} 白exp~f; hdk (u)du} exp~ f>a(u同} (8.5) 
以上より，時間依存性共変量を含む場合の対数尤度関数は以下の式で表される.
LL=計，kln h'k (t )-1 h'k (u)du }+卦dkln h"k (t )-仏(u)du}+~a 川什w刈
(8.6) 







Xrk (t) = g rk(S k -t) 
Xdk(t)= gdk(Sk -t) 
(8.7) 
ただし，Xrk( t)， Xdk( t)はそれぞれ自動車 kの買い替えと破棄に対する車検制度の影響を表す時








ノド章では，京都市民を対象として平成 9年と平成 10年に実施されたパネル調査である 「京
都市民の交通行動についての調査」で得られたデータを用いたモデルの推定を行う .本パネル
調査の第 l同調作のデータは第 4章での分析に用いたデータである.第 l回調査と第 2回調査
のいずれにも[Pj答を寄せたサンプル数は 1，137世帯(回収率 35.9%)であった.
第 l回調査では，その時点で世帯が保有している自動車に関する属性や世帯属性，メインド
ライパー属性等について回答を求めている .また， 第 2回調査では第 l回調査以降の 自動車取
り替え更新行動の時期，および種類について解答を求めている.
モデルの推定に用いたサンプル数は，第 l回調査時点で l台以上の自動車を保有していた 894
世帯のうち，データに不備のない 709世帯である .709世帯が第 1回調査と第 2回調査の間に
行った自動車取り替え更新行動の分布を表 8一1に示す.表 8-1より， 709世帯のうち， 105 
[!そ帯 (約 15%)が何らかの取り替え更新行動を行っていることが分かる.一方，大多数である
04計，;i?(約 85%)の世帝は第 l回調査時と第 2階調査時で自動車保有状態が全く変化してい
ない.生存時間解析手法では，このような大多数が打ち切りを受けたケースからなるサンプル
に対しでもバイアスのないパラメータの推定が可能である.
表 8-1 第 1回調査と第 2回調査の間に行われた取り替え更新行動の分布
買い替え 破棄 追加購入 なし 合計
世帯数 72 10 23 604 709 



































dl 1:車検ま で1ヶ月未満， 0 それ以外
d2 1:車検まで1ヶ月以上2ヶ月未満，0:それ以外
的 1 :車検まで2ヶ月以上3ヶ月未満， 0:それ以外






















変数 Coef. t値 Coef. tイ直
dj -4.65 -12.79 -4.94 -5.63 
d2 -3.79 -10.11 -4.06 -4.68 
d) -3.04 -6.67 -3.14 2ー.81




6 5 4 3 2 
? ?? ?
?












1 :年間世帯収入が 10.000.000円以上の時 0:それ以外の時
世帯が保有する 自動車保有台数









Coef. t値 Coef. t値 Coef. t値
Y 1.49 2.51↑ 1.98 1.97t 1.00 0ー.01↑
定数項 7.89 8.25 15.14 5.28 13.41 6.35 
世帯属性
大人数 1ー.07 -4.28 
子供数 0.32 2.04 1.23 2.02 
高収入世帯 l.21 2.08 
保有台数 -1.58 -3.42 
l台保有 0ー.49 1ー.20 -4.00 -3.24 
期待効用
( 1台保有世帯) -0.08 -l.17 0ー.66 -2.93 
自動車属性
新車ダミー 0.87 3.12 1.18 1.77 
軽自動車ダミー -1.90 -3.01 
ノてンダミー 1.25 1.70 
gk(・) 司1.03 1ー5.78 -1.05 -6.44 
車検費用
(高収入世帯) -0.71 -2.97 
L(C)t -415.22 -84.64 -142.20 
L(戸) -319.40 -60.69 -113.76 
χ2 (df) 191. 64(8) 47.90(4) 56.88( 4) 
サンプル数 709 709 709 






















































































とを広味する .しかしながら， 1台保有世帯の買い答え時期や 2台保有世帯の買い替え，追加





倹 ~JIj}交の変更に十ドなう影響を把居するために， 8.3で述べたサンプルに 8.4で推定したモデ
ルを迎刷し，各世帯毎に第 l因調査以降の最初の取り替え更新行動をモンテカルロシミュレー
ションによって生成した.シミュレーションは第 l回調査から 5年を限度とし， 5年を経過し
ても fpJも取 り替え吏新行動を行わなかった場合には，取り替え更新行動を行わない世帯として









買い替え 破棄 追加購入 なし
世帯数 480 63 65 101 
(%) (67.8) (8.9) (9.2) (14.2) 







表 8-7 車検費用を 50%上昇させた場合のシミュレーション結果
買い替え 破棄 追加購入 なし 合計
世帯数 511 65 64 69 709 
(%) (72.1 ) (9.2) (9.0) (9.7) (100.0) 
現状ケースとの差 +31 +2 -32 
(point) (+4.3) (+0.3) (-0.2) ( -4.5) 
平均時期(月)t 22.5 17.7 11.5 24.7t 
現状ケースとの差 +0.2 -0.9 -2.4 -1.9 
T平均時期は第 1回調査時点からの経過月数を表す.
t5年以内に取 り替え更新行動を行わない世帯の平均時期は 60ヶ月として算出した.
表 8-8 車検期間を 2年から 3年に延長した場合のシミュレーション結果
買い替え 破棄 追加購入 なし 合計
世帯数 419 56 82 152 
(%) (59.1) (7.9) (11.6) (21.4 ) 
現状ケースとの差 -61 -7 +17 +41 
(point) (-8.7) (ー1.0) (十2.4) (+ 7.2) 
平均時期(月)t 25.1 22.8 18 :.3 
現状ケースとの差 +2.8 +4.2 +L ，.4 
T平均時期は第 l回調査時点からの経過月数を表す.
t5年以内に取 り替え更新行動を行わない世帯の平均時期は 60ヶ月として算出した.












31世帯の買い杯え時期を 60ヶ月とした場合，現状ケースの買い替えの平均時期は 24.6(二 {22.3






果となった.なお，計算に|捺しては，取 り替え更新行動を行っ ていない世帯の平均時期を 60
ヶ月とした.





時期を 60ヶ月とする.すると それらの 61世帯を含めた 480(=419+61)世帯について，車




を2年から 3年に l年延長したとしても全ての世帯が 1年間取 り替え更新行動を延長させる訳


































上昇させた場合には， 5年以内に買い替えを行う世帯が約 68%から約 72%に増加するという結
果が得られた.買い替えを行うまでの期間についても平均で 2ヶ月程度の短縮が見込まれると

















意なパラメー タを得ることが出米なかっ た. 今後は より大規模 なサンプルに対してモデルを適
用することで，その ような影響についても モデルに導入 した上で，林-富田(1988)，Goulias and 
Kitamura (1992)， Kazimi and Brownstone (1995)，西田他 (2000)等に よる世帯属性変化のシミュ
レー タと本立でのモン テカルロシ ミュ レーション を組み合わせてよ り完全なシミュレーション
システム を完成 させるこ とが望 まれよ う.
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んでいる .よ って 本研究では 生存時間解析手法を適用した連続時間軸上での自動車取り替
え更新行動の分析を行うこととした.また 世帯内での保有自動車の配分に関する従来の研究
































































を行う世帝が約 68%から約 72%に増加し，買い替えを行うまでの期間も平均で 2ヶ月程度の短
縮が見込まれるという結果が得られた.一方，車検期間が現状の 2年から 3年に延長された場
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